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異なる時間価値や時間制約を持つ移動主体が共生する質の高い交通時代のモビリティを実現するため、

交通の価値の計測方法を再構築することを研究目的として、Connected 公共交通システムの社会的受容性

の研究を実施する研究開発。 

１．研究の背景・目的 

超高齢社会を迎えたわが国では「質の高い交通」サービスが求められている。質の高い交通とは、例えばヒューマ

ンエラーを予防する自動運転車両など、革新的技術に支えられたきめ細かな移動サービスをいう。こうしたサービス

は特に心身機能が低下した高齢者にとって有用と考えられるが、いくつかの点でモビリティの価値の計測方法を見

直す必要がある。本研究は、異なる時間価値や時間制約を持つ移動主体が共生する超高齢社会において、モビリ

ティの価値の計測方法を再構築することを目的とする。 

 

２．研究の内容 

初年度は、時間価値計測に関する既往理論のレビューと理論研究、高齢者の運転免許返納意向や保有価値に

関する調査、Connected 公共交通の仮想現実選択実験の設計、選好意識調査による自動運転の社会的受容性の

計測を実施する。 

2 年目は、異質な主体間／貨客間混乗バスの時間価値計測手法の研究、高齢ドライバーの運転機能の計測手

法の適用による運転免許保有価値の研究、時間価値計測技術の有効性の検証に向けた仮想現実選択実験による

Connected 公共交通システムの社会的受容性の研究を実施する。 

最終年度は、Connected 公共交通システムの公道実証実験により社会的受容性を明らかにするとともに、質の高

い交通時代の道路事業の包括的評価手法の有用性を示す。 

 

３．研究の成果（抜粋） 

(1) 交通時間短縮の価値に関する知見 

１） 過疎地域における貨客混載サービスに対する交通時間短縮価

値  

の計測  

物と人の移動を統合し効率的に運用する貨客混載サービスには

時間価値の異なる多様な利用者が同乗するため、交通手段選択モ

デルを構築し、多様な時間短縮価値を計測した。そして、ひとつの

輸送サービスとして統合した運行経路の最適化手法を開発した。 

２） 自動運転車内のマルチタスク行動が居住地選択行動に及ぼす

影響の計測 

完全自動運転車では、移動中にマルチタスクが可能となり、長い

旅行時間に対する抵抗感が低くなることをＳＰ調査により実証した。

活動種類ごとにマルチタスクの実施可能性を計測するとともに、居住

地選択行動モデル（Panel Binary Mixed Logit Model）を構築して、

この自動運転車の普及が都市構造の変化を引き起こす可能性を示

した。 

 

(2) アクセシビリティ改善の価値に関する知見 

１） 高齢者の自動車運転免許返納のための診断システムの開発  

認知症等の疾患が進行した高齢ドライバーが自動車運転免許を

継続保有し運転することの可否を計測する診断システムを開発し、

公道走行実験でその適用性を明らかにした。 

 

 

 

 

 

 
 

図１ 貨客混載サービスの SP調査 

Panel Binary Mixed Logit Model 

Pint = �
exp(Vint+bin)
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Pint: 時点 t, 個人 n, 居住地 i の選択確率 

Vint:時点 t, 個人 n, 居住地 i の効用確定項 

bn: 個人 n の確率効果 

 
図 2 AV による通勤時間短縮の価値 
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２） 自動車運転免許返納に関する世帯の意思決定構造の計測  

高齢者とその家族との間のコミュニケーションを通じた世

帯の意思決定構造を表現する免許返納行動モデルを構築し、そ

の有効性を検証した。 

３） 中山間地域におけるライドシェアの成立可能性の計測  

中山間地域において、運転者と利用者のミーティングポイントを設

け、活動スケジュール制約のもとで運行するライドシェアの成立可能

性を計測するシミュレーションモデルを構築した。 

 

(3) コネクティビティ改善の価値に関する知見 

１） 自動運転車のリスク認知と社会的受容性の計測 

路車通信・車車間通信システムにより運行する自動運転技術に対する

利用者のリスク認知マップを求め、自動運転技術に対する未知のリスク

認知度は、他の科学技術よりも高いことを発見した。 

２） 社会実験による自動運転バスとＬＲＴの協調システムの価値の計測 

自動運転バスが一般車道からＬＲＴ軌道敷に運転操作なしで侵入し、

追従走行した後、再び車道へ戻るという世界で初めての自動運転バスと

ＬＲＴの協調システムの社会実験を実施した。同システムは軌道敷内を

正確にレーンキープ走行し、停留所では先行停車車両を認知して正着

すること、この技術を体験したモニターから自動運転バスの社会的受容

性があることを確認した。 
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５．今後の展望 

自動運転バスとＬＲＴの協調システムの実証実験により、技術的側面からシステムの導入可能

性を検証することができた。社会的受容性を確実に確認するために、今後、条件の異なる多様な

都市で同様の検証が必要となる。 
 
６．道路政策の質の向上への寄与 

質の高い交通時代のモビリティの価値を高めるために、交通時間短縮策、アクセシビリティ改善策、コ

ネクティビティ改善策、レジリエンス改善策は、いずれも有効な施策であること、これらを統合した包括的な

道路政策が質の向上に寄与することを示した。現在、本研究成果を基礎として、自動運転車と交通信号

機との路車間通信技術、一般車両、バスとＬＲＴの車車間通信技術、中山間地域での自動運転技術に

検証研究へと発展しており、質の高い交通サービスの実現に向けて、継続的な貢献、発展が期待できる。 
 
７．ホームページ等 

https://danro.asahi.com/article/12990184 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

図 5 世界初、自動運転バスとＬＲＴの協

調システムの社会実験 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 運転免許返納診断システム 

 
図 4 高齢者と家族のコミュニケーショ

ンに基づく意思決定モデル 
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